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伊丹酒蔵通り
「伊丹酒蔵通り」は江戸時代中期に酒造業で栄え、かつて町家、酒蔵、社寺などが集まった旧伊丹郷町の 
にぎわいの中心地区です。「酒蔵のある通り」として「清酒発祥の地　伊丹」の歴史を活かした落ち着いた
まちなみとにぎわいを象徴しています。通りに沿って、ジャンルを問わない個性的な飲食店などが軒を連ね
ており、「清酒発祥の地」にちなんだイベントやフリーマーケットなども開催されています。

伊丹名所図会
vol.10

証券コード：4341　　東京証券取引所 市場第二部



FINANCIAL HIGHLIGHT財務ハイライト

前年同期比 1.4億円減 前年同期比 1.3億円減 前年同期比 0.8億円減

通期予想

●官公庁向けシステムの大口受注が増加。
●携帯端末販売の販売台数が増加。

減益要因 ●有料道路向け受注案件の急激な損益悪化。
●新規事業開発、新規拡大に向けた社内体制強化、販売促進などの積極的な投資。

増収要因

前年同期比 7.2％の増
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TOP MESSAGEトップメッセージ

前年同期に比べ増収も、有料道路向け受注案件の急激な損益悪化や
新規事業開発、販売促進などの積極的な投資により減益となりました。

当第2四半期は、官公庁向け大口受注増
加や、携帯端末販売の販売台数増加な
どにより前年同期に比べ増収となりま
した。経常損益は、有料道路向け受注案
件の急激な損益悪化、「市町村防災行政
無線システム」、「IoT関連事業」をはじ
めとした新規事業開発、規模拡大に向
けた社内体制強化、販売促進などの積
極的な投資により減益となりました。
これらの結果、当第2四半期連結累計
期間の業績は、売上高85億31百万円

（前年同期比7.2%増）、営業損失2億23
百万円（前年同期は営業損失88百万
円）、経常損失2億25百万円（前年同期
は経常損失92百万円）、親会社株主に帰
属する四半期純損失1億64百万円（前
年同期は親会社株主に帰属する四半期
純損失82百万円）となりました。

当第2四半期の概況について
情報通信端末事業では、顧客満足度の
向上を目指し、お客様にお選びいただ
ける店舗創りに注力します。
情報通信システム事業では、市町村防
災行政無線システムをはじめとする各
種防災行政無線システムや河川監視
システムなどを中心に防災・減災需要
の取込、ラジオ再放送システムなどソ
リューション製品の拡販、保守などス
トックビジネスの確保に取り組みます。
IoT事業では、製品のラインナップ充実
とサービス拡充による事業拡大に取り
組みます。
これらにより、2019年3月期の売上高
は215億円、営業利益は3億60百万円、
経常利益は3億50百万円、親会社株主
に帰属する当期純利益は2億円となる
見通しです。

通期の見通しについて

当社グループは株主の皆様に対する利益配分を最重要政策の一つと考えており、
中長期的に配当性向40%台を目途とした安定的な配当を維持することを基本的
な方針としております。中間配当につきましては、当初の予想通り1株当たり10
円とさせていただきました。期末配当につきましては、1株当たり18円を予定し
ております。

配当について ● 配当の推移
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代表取締役社長

西岡 伸明



REVIEW OF OPERATIONS

当第2四半期
セグメント別の概況

携帯端末販売　
地域密着の店舗施策、スタッフ増員・育成などで、
顧客満足度の更なる向上を図る。
携帯端末修理再生
業績安定化に向けて更なる生産性の向上を図
る。
店舗運営システム
全国のドコモショップ
及び自治体・異業種
への拡販に引き続き
取り組む。

官公庁向け
防災・減災案件を中心に既存分野における拡販
のほか、水処理事業など当社にとって未参入分野
への事業拡大。
民間向け
IP無線関連ソリュー
ションの更なる需要
の取り込みに注力。

製品ラインナップ
充実とサービス拡
充による事業拡大
に向け積極的な活
動を実施。

携帯端末販売　
昨年度からの増店や販売台数の増加に加え、ス
マートフォン関連商材となるアクセサリー商品や
タブレット、光回線など付加価値商材提案による
収益性の向上に取り組み、売上は堅調に推移。
携帯端末修理再生
引き続き取り組んできた体制の強化、生産性改
善が進み、利益に貢献。
店舗運営システム
販売台数は890台を突破。また、各自治体への
導入も増加。

官公庁向け
官公庁向け防災・減災案件などの大口受注により
売上増加。有料道路向け受注案件の急激な損益
悪化により減益。市町村防災行政無線システムな
どへの積極的な開発投資を推進。
民間向け
昨年度より取り組んでいる営業体制強化により、
IP無線機器の販売台数増加。
昨年度発売のLTE対応の車載型業務用IP無線機

「SoftBank601SJ」の販売も順調に推移。

「Seiryo Business Platform（SBP）」のIoT事業
の立ち上げに向けた社内体制整備、各種サービ
ス開発への積極的な投資を実施。

「Seiryo Business Platform（SBP）」では、こ
れまでのICTソリューション企業として培って
きた無線通信、システム開発、クラウドサービ
スなどの知見を活かし、“モノのインターネット

（Internet of Things）”と“現場コミュニケー
ション（Field-Communication）”を一つのプ
ラットフォームとすることで、現場の改善に必要
な“人やモノの見える化”とチーム内の“コミュ
ニケーション強化”を促進し、従来よりも広い業
種業態で生産性向上、業務効率化、働き方改革

などに資することができます。SBPを活用した製
品・サービスパッケージを打ち出すとともに、自
治体・企業と連携した実証実験を進めるなど積極
的な活動を展開。

※  売上高は百万円未満のため、売上高構成比率、売上高
ともに記載をしておりません。

売上高 46億41百万円

売上高 38億96百万円

売上高 ― 円

営業利益  4億47百万円

営業利益  0百万円

営業損失  74百万円

（前年同期比7.1％増）

（前年同期比7.5％増）

（前年同期は営業利益4億51百万円）

（前年同期は営業利益18百万円）

（前年同期は営業損失47百万円）

防災行政無線システム

農業IoTの実証実験（伊丹市内）

情報通信端末事業

情報通信システム事業

IoT事業

当第2四半期について

当第2四半期について

当第2四半期について

今後の取り組み

今後の取り組み

今後の取り組み

54.4%売上高構成比率

45.6%売上高構成比率

― %売上高構成比率



ＮＴＴ西日本 大分支店にLoRaWAN™農業センサーを
提供しました

西日本電信電話株式会社　大分支店（以下「ＮＴＴ西日本 大分支店」）
が進めるスマート農業実証実験にLoRaWAN™農業センサーを提供し
ました。
ＮＴＴ西日本 大分支店は、農業におけるIoTの有効性確認を目的に、 
ＮＴＴ西日本グループの地球環境保護活動「葵プロジェクト」において、
スマート農業実証実験を行っています。
このスマート農業実証実験においては、LoRaWAN™が利用できる土
壌センサーを必要としたことから、当社の農業センサーが採用されまし
た。これにより、一定の間隔で取得した栽培環境データをリアルタイム
に確認し、取得データ活用による生産性改善の取り組みの検証環境を
実現しました。

店舗運営システムのご利用が増えています

店舗運営システム（発券機システム）を、東京都調布市、鹿児島県日置市、
神奈川県大和市に納入しました。
本システムは、携帯電話ショップをはじめとする、各種店舗や、自治体な
どにおいてお客様の店内・庁舎内で
の待ち時間の短縮や、スタッフや職員
の皆様の効率的な窓口業務をサポー
トする、多機能発券機システムです。
受付番号札に印刷された2次元コー
ドを携帯端末などで読み込むと、待
ち人数や待ち時間の目安を手元で
確認できるなど、機能向上を実現し
ました。

※「LoRaWAN™」とは、低消費電力、長距離通信を特徴とするLPWA（Low Power Wide Area）
通信方式の一つで、無線局免許が不要となる920MHz帯を利用する無線通信規格です。
LoRaWAN™の名称はSemtech Corporationの商標です。

TOPICSトピックス

工場機械設備の稼働状況「見える化」に関する
実証実験を実施しました

総合金型メーカーのゼノー・テック株式会社と、機械設備の稼働状況の
「見える化」に関する実証実験を実施しました。
これまで円筒研削盤の稼働時間を作業者からの報告に基づいて、稼働
率の把握や次月以降の生産性改善の取り組みに活用してきましたが、
IoTサービスを用いて、円筒研削盤の稼働状態をリアルタイムに収集・
蓄積し、稼働率収集のデータ化を実現しました。
具体的には、円筒研削盤に設置したセンサーで計測したデータから
稼働率及び稼働状態を精緻にリアルタイムで把握することに成功しま
した。
これにより、更なる生産性改善の施策の基礎データとしての活用が期待
されます。

システム構成図

携帯電話ショップをリニューアルしました

ドコモショップ千里中央店、宝塚山本店のリニューアルを行いました。
ゆったりとした空間で各種お手続きをしていただけるほか、スマートフォ
ン教室を開催し、これからも地域のお客様に愛される「お客様にお選び
いただける店舗創り」に努めてまいります。

ドコモショップ千里中央店発券機システム設置イメージ

ドコモショップ宝塚山本店 店内風景
個別商談ブース席を新設。ご家族連れ、お子様
連れでもお気軽にご来店いただけます。



商 号 西菱電機株式会社
SEIRYO ELECTRIC CORPORATION

本 店 所 在 地 〒664-0847 兵庫県伊丹市藤ノ木3丁目5番33号
本社事務所所在地 〒530-0003 大阪府大阪市北区堂島2丁目4番27号
設 立 1966年12月6日
資  本  金 5億23百万円
主要取引銀行 三菱UFJ信託銀行株式会社、株式会社三菱UFJ銀行、

株式会社三井住友銀行
役 　 　 員 代表取締役社長 西岡　　伸明 常 勤 監 査 役 竹内　　徹

代表取締役専務取締役 西井　　希伊 社 外 監 査 役 稗田　　勝
取 締 役 濱津　　俊男 社 外 監 査 役 國枝　雅之
取 締 役 金井　　　隆
取 締 役 前田　　真昭
社 外 取 締 役 小西　新太郎 
社 外 取 締 役 田内　　芳信

主な事業所
本店 〒664-0847 兵庫県伊丹市藤ノ木 3-5-33 
本社事務所 〒530-0003 大阪府大阪市北区堂島 2-4-27 
猪名寺事業所 〒661-0981 兵庫県尼崎市猪名寺 1-35-15 
大阪支社 〒530-0004 大阪府大阪市北区堂島浜 2-2-8 
東京支社 〒105-0012 東京都港区芝大門 1-1-30
神奈川営業所 〒220-0005 神奈川県横浜市西区南幸 2-20-5
東日本端末修理センター 〒135-0062 東京都江東区東雲 1-7-12
携帯電話ショップ
ドコモショップ千里中央店 〒560-0082 大阪府豊中市新千里東町 1-3  せんちゅうパル 2F
ドコモショップ ららぽーとEXPOCITY店 〒565-0826 大阪府吹田市千里万博公園 2-1  ららぽーとEXPOCITY 1F
ドコモショップ山田南店 〒565-0822 大阪府吹田市山田市場 10-5
ドコモショップ宝塚山本店 〒665-0882 兵庫県宝塚市山本南 1-26-28
ドコモショップ イオンモール伊丹店 〒664-0847 兵庫県伊丹市藤ノ木 1-1-1  イオンモール伊丹 4F
ドコモショップ イオンモール猪名川店 〒666-0257 兵庫県川辺郡猪名川町白金 2-1  イオンモール猪名川 2F
auショップ ららぽーとEXPOCITY 〒565-0826 大阪府吹田市千里万博公園 2-1  ららぽーとEXPOCITY 1F
auショップ トナリエ南千里 〒565-0862 大阪府吹田市津雲台 1-1-30  トナリエ南千里 1F
auショップ明石 〒673-0892 兵庫県明石市本町 2-1-1  インティ明石ビル 1F
auショップ イオンモール伊丹 〒664-0847 兵庫県伊丹市藤ノ木 1-1-1  イオンモール伊丹 3F
auショップ三宮センター街 〒650-0021 兵庫県神戸市中央区三宮町  2-10-7グレース神戸 1F
auショップ五條 〒637-0043 奈良県五條市新町 1-7-51
UQスポットイオンモール神戸北 〒651-1515 兵庫県神戸市北区上津台 8-1-1  イオンモール神戸北 3F
パソコンショップ
PC DEPOT 箕面店 〒562-0033 大阪府箕面市今宮 1-8-22
グループ会社
コムテックサービス株式会社 〒530-0004 大阪府大阪市北区堂島浜 2-2-8
西菱電機フィールディング株式会社 〒220-0005 神奈川県横浜市西区南幸 2-20-5
西菱電機エンジニアリング株式会社 〒664-0837 兵庫県伊丹市北河原 1-2-7
鳥取西菱電機株式会社 〒680-0835 鳥取県鳥取市東品治町 102

決 算 期 日 3月31日
定 時 株 主 総 会 6月下旬
剰 余 金 の 配 当 期末配当受領株主確定日 3月31日

中間配当受領株主確定日 9月30日
株 主 確 定 基 準 日 定時株主総会 3月31日

その他必要がある場合は、取締役会で決議し、
あらかじめ公告して基準日を定めます。

株 主 名 簿 管 理 人 東京都千代田区丸の内一丁目4番5号
特別口座の口座管理機関 三菱UFJ信託銀行株式会社
同 連 絡 先 〒541-8502　大阪市中央区伏見町三丁目6番3号

三菱UFJ信託銀行株式会社 大阪証券代行部
0120-094-777

公 告 の 方 法 電子公告の方法により行います。
ただし、やむを得ない事由により電子公告を
することができない場合は、日本経済新聞に掲載します。
公告掲載URL http://www.seiryodenki.co.jp/

株 式 の 状 況 発行可能株式総数・・・・・・・・・・・・・・・ 12,000千株
発行済株式の総数・・・・・・・・・・・・・・・・ 3,500千株
株主数 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 1,385名

大 株 主

所有者別株式分布状況

株 主 名 持株数（千株） 持株比率（％）
三 菱 電 機 株 式 会 社 812 23.21
西 岡  伸 明 614 17.55
西 岡  　 孝 280 8.00
西 菱 電 機 従 業 員 持 株 会 135 3.86
株 式 会 社 三 菱 U F J 銀 行 83 2.37
株 式 会 社 コ ン セ プ ト 72 2.05
三菱UFJ信託銀行株式会社 59 1.68
株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 48 1.37
吉 田  政 功 44 1.27
秦 　  康 明 41 1.17

※ 持株比率は、自己株式（1,795株）を控除して計算しております。
※ 持株数は千株未満を切り捨てて表示しております。

※ 自己株式1,795株は「個人・その他」に含めて計算しております。 
※ 株式数は千株未満を切り捨てて表示しております。

（ご注意）
1.株主様の住所変更、買取請求その他各種お手続きにつきましては、原則、口座を開設されている口座管理機関（証券会社

等）で承ることとなっております。口座を開設されている証券会社等にお問合せください。株主名簿管理人（三菱UFJ信
託銀行）ではお取り扱いできませんのでご注意ください。

2.特別口座に記録された株式に関する各種お手続きにつきましては、三菱UFJ信託銀行が口座管理機関となっておりま
すので、上記特別口座の口座管理機関（三菱UFJ信託銀行）にお問合せください。なお、三菱UFJ信託銀行の全国各支店
でもお取次ぎいたします。

3.未受領の配当金につきましては、三菱UFJ信託銀行本支店でお支払いいたします。

金融商品取引業者
17千株　16名

金融機関
203千株　6名

その他の法人
935千株　17名

外国法人等
1千株　5名

個人・その他
2,341千株
1,341名

合計
3,500千株
1,385名

2018年9月30日現在会社概要

2018年9月30日現在株式情報

株主メモ

事業所紹介


